第１節　ドイツの路面電車
ドイツは自動車産業が盛んであり、メルセデス・ベンツ、ポルシェ、BMW、アウディ、フォルクスワーゲンなどのドイツ車ブランドは日本でも人気が高い。またドイツはモータースポーツが盛んであり、自動車会社各社が数々の記録を残している。ドイツ人F1ドライバー、ミハエル・シューマッハの偉大な活躍も記憶に新しい。このような背景から、「ドイツ＝自動車の国」であるというイメージを持つ人は多いはずである。実際にドイツは、人口1,000人あたり乗用車保有台数で、日本やアメリカを押さえて世界第二位となっており、名実ともに｢自動車の国｣なのである。
主要国の四輪車普及率
(人口1,000人当たり台数および1台当たり人口／2006年末現在)
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社団法人　日本自動車工業会(JAMA)ホームページより引用
http://www.jama.or.jp/
ドイツには、自動車産業が戦後復興のキーインダストリーとなり、そこから一段とモータリゼーションが進展したという経緯があり、日本とよく似た自動車社会の発展の仕方をしている。そのためドイツの抱える自動車問題は、日本のそれと共通する点が非常に多い。しかしながら、日本が道路や駐車場など自動車のための設備を充実させていくことで、自動車の抱える問題を解決していこうとしているのに対して、自動車の国ドイツでは、路面電車に重点を置いた問題解決策をとっているという決定的な違いが両国の間にはある。ドイツの交通政策を考えることは、今後の日本の都市交通にとって非常に有益なことであろう。ここではドイツにおける路面電車の実態を説明していく。
ドイツの路面電車の歴史
そもそも路面電車のルーツはドイツにある。路面電車の原型は19世紀にアメリカで誕生した路面馬車であり、1879年のベルリン博覧会でドイツの電気会社シーメンスが、馬以外の原動力として電気を使って動く車をはじめてデモンストレーション走行させた。実用化されたのも1881年のベルリン郊外での運行が最初である。
その後、路面電車はアメリカで改良され、世界的に普及していくのだが、1920年代からのモータリゼーションの煽りを受けて、アメリカ・イギリス・フランスなどの国では路面電車が段々と廃止されていき、特に1940年代後半から1970年代までが廃止のピークとなった。西ドイツでも1950年代ごろから、自動車交通の妨げになるとして路面電車が廃止されていき、1983年までに６６ヶ所の路面電車が撤廃された。一方で西ドイツには、1950年代以降も既存の路面電車を廃止させずに、路面電車を利用した都市交通を維持し続け、自動車と路面電車の共存を図っていった都市も多い。それらの都市では、二度の世界大戦後も路面電車が活用され、後に説明する信用乗車制度や専用軌道の導入などによって路面電車の生産性が向上していった結果、路面電車が都市交通の中核を担っていくようになっていたのだ。また旧東ドイツは、旧西ドイツと比べて生活水準がかなり低く、自動車は予約してから７～８年待たないと手に入らないような状況であったために、モータリゼーションの影響が遅れ、現在に至るまで路面電車の廃止が行われなかった。
1960年代になるとモータリゼーションの問題点が顕在化していった。中心市街地には自動車が溢れ渋滞が発生し、排気ガスによる大気汚染、騒音や振動といった問題が各都市で起こり、まちなかの過ごしやすさが大きく低下した。またモータリゼーションによって進んだ市街地のスプロール化（都市の発展に伴う無計画な市街地の拡大）や中心市街地の空洞化を問題視する声もドイツ国内で多く上がるようになった。こうした状況に対して政府は、1965年に「中心市街地の衰退に歯止めをかけ、活性化に向かわせると同時に、都市環境を改善させていくためには、自動車交通の増加に対応した自動車関連施設の整備・充実ではなく、公共交通システムの改善に重点を置いた交通政策を実施していくべきである」という内容の報告書を出した。このころドイツに、「環境保全・市街地の活性化のために意識的に路面電車を活用していく」という発想が生まれたのである。
1970年代以降、酸性雨によるシュヴァルツヴァルト（ドイツ語で「黒い森」を意味する。ドイツ南西部の森・山地）の枯死の危機に始まり、イタリア・セベソの農薬工場の爆発によるダイオキシンの暴露事故、ソビエト連邦のチェルノブイリ原子力発電所で起きた爆発事故などの環境被害が立て続けにヨーロッパで起こると、ドイツ人の環境に対する意識が高まり、環境保護対策が講じられていくことになる。その際、注目を集めたのが自動車のような排気ガスを一切出さない、クリーンな乗り物である路面電車であり、交通政策に占める路面電車の重要度がいっそう高まった。
1980年代に入ると、ドイツでは路面電車の乗降性を改善するために超低床電車の開発が行われるようになり、ホームからノンステップで乗り降りすることが可能となった。そのため現在では容易にバリアフリーを実現することができる乗り物としても路面電車は注目されている。
ドイツの路面電車のシステム

これまで「路面電車」という言葉を多用してきたが、現在ドイツの路面を走っている電車の多くは「LRV（Light Rail Vehicle）」というものであり、ドイツではLRVを用いた都市政策「LRT（Light Rail Transit）」が導入されている。LRVとは、簡単に言うと次世代型路面電車のことであり、速度・快適性が従来の路面電車車両よりも格段に向上している。LRTはもとの路面電車をベースにさまざまな工夫を施して、輸送力・走行速度をレベルアップさせた公共交通システムを指し、LRVはLRTに利用される車両そのものを指す。また、他の公共交通機関と比べて建設費が安く済むこともLRTの利点である。工夫の仕方は地域によってさまざまだが、ドイツでは路面電車を混雑する都心部の一部において地下で通すことで、専用軌道（道路上以外の敷地に敷設された軌道）を確保するという方法が1960年代ごろから多くの都市でとられてきた。このころドイツでは大都市の地下鉄建設が盛んであったためにこのような発想が生まれたと考えられる。また、後でも触れるが、路面電車の車両が一般鉄道の軌道を走ったり、路面電車から他の交通機関への乗換えを容易にしたりすることによって輸送力・走行速度のレベルアップを図った地域もある。ここでは次世代型交通であるドイツの路面電車の、全地域的に普及している3つのシステムを紹介する。

１、信用乗車制度

ドイツの路面電車は信用乗車制度という乗車方式をとっている。これは駅に改札口を設けず、誰もが自由に出入りできるようにし、車両のどのドアからも自由に乗り降りができるという制度である。したがって自動改札や乗車券を確認する駅員を必要とせず、コストが削減できる上に、バスのように乗り降りの都度支払いを行う必要もなく、運行スピードの向上にも一役買っている。乗客は駅の券売機などで事前に乗車券を買い、駅のホームや車両の乗降口にあるチケットキャンセラーという装置に乗車券を通す。この作業によって乗車券に乗車した駅名と日時が刻印され、それによって同一の乗車券が使い回されるのを防いでいるが、その乗車券を誰かに見せることは基本的にはない。スムーズな乗り降りのために料金設定も、全線均一やゾーン制運賃（路線網を同心円状に区切って、区間をまたぐごとに料金を追加徴収する）などのわかりやすいものが多い。ドイツにおける路面電車の円滑な運行を支える重要な制度の一つということができる。
当然、無賃乗車が一番の問題になってくるのだが、乗車中や降車時に私服の職員が抜き打ちで検察を行い、無賃乗車が発覚した場合には運賃の50～100倍のペナルティを課すことで対策をたてている。抜き打ちの検察が行われる日取りは完全にランダムで、毎日同じ路面電車に乗って、2日続けて検察に出くわす場合も1ヶ月間まったく出くわさない場合もある。これ以外にはこれといった対策をたてているわけではなく、あくまでも乗客の「信用」に基づいたシステムとなっている。
２、環境定期券

　環境定期券とは価格が格安な上に、無記名式であり親しい人の間で貸し借りができる定期券のことで、休日になると家族が一緒に利用できるという制度もあり、乗客にとっては至れり尽くせりのサービスとなっている。環境定期券一枚で一定地域内のバス、鉄道、路面電車などのほぼすべての公共交通機関が乗り放題になる。その名のとおり地域環境の保護を目的として発行されており、公共交通機関の利用者数を増やすことで、自動車依存からの脱却を図っている。
３、パークアンドライド（P＆R）

　郊外の路面電車の電車停留所周辺には大きな駐車場が設けられており、郊外に住む人は家から駅までは自動車で移動して、そこで駐車し、路面電車に乗り換えて都心へ向かう人が多い。このような公共交通機関の利用方法をパークアンドライドと言い、郊外から市街地へ乗り入れる自動車数を減らすことで、市街地での交通渋滞緩和や、都市環境の保護を達成することを目的として導入された。
　当然公共交通機関を利用するより、自動車を利用したほうが早く都心に着くという状況では、パークアンドライドを利用しようという動機は働きづらい。そこでドイツの各都市は都心部への自動車の乗り入れを制限したり、路面電車優先の信号機を導入したりすることで、路面電車の有利性を向上させることで対応した。
　現在、パークアンドライドは郊外住民の主要な通勤手段となっており、このことからドイツの路面電車が自動車に劣らぬ機動力を持つことが伺える。
交通政策としてP＆Rを利用する都市数

	P＆R

	実施
	検討中
	未実施
	回答無

	66
	13
	8
	3


　
今田寛典氏（呉大学社会情報学部/大学院・教授）のアンケートより引用

人口5万人以上のドイツの146都市にアンケート表を配布、90都市が回答

街ごとの特徴
　ドイツでは50以上の都市で路面電車が運行されている。ここでは特徴的な都市での運行状況について紹介していく。
	ドイツデ運行している路面電車
	
	
	
	
	
	

	都市
	人口（万人）
	開業年
	路線延長(キロ）
	都市
	人口（万人）
	開業年
	路線延長

	アウグスブルク
	26.3
	1881
	31.6
	イエーナ
	10.3
	1901
	23.7

	ヴォルタースドルフ
	-
	1913
	5.6
	ヴュルツブルク
	13.5
	1892
	19.8

	ウルム
	12.1
	1897
	5.5
	エアフルト
	20.3
	1883
	42.9

	エッセン
	58.3
	1893
	74
	オーバーハウゼン
	21.8
	1996
	9.6

	カールスルーエ
	28.6
	1877
	518.9
	カッセル
	19.4
	1877
	201.5

	クレフェルト
	23.7
	1883
	37.7
	ゲーラ
	10.3
	1892
	13.4

	ケムニッツ
	24.6
	1880
	28.7
	ゲルリッツ
	5.7
	1882
	12

	ケルン
	99
	1877
	192.1
	ゴータ
	4.7
	1894
	26.3

	コトブス
	10.4
	1903
	23.7
	ザールブリュッケン
	17.8
	1997
	26

	シェーンアイヘ
	1.2
	1910
	14.5
	シュヴェリーン
	9.6
	1881
	22.2

	シュツットガルト
	59.4
	1985
	114.5
	シュトラウスベルク
	2.7
	1893
	6.2

	ダルムシュタット
	14.1
	1886
	41.8
	ツヴィッカウ
	9.7
	1894
	14.9

	デッサウ
	7.7
	1894
	13.1
	デュイスブルク
	49.9
	1881
	56.6

	デュッセルドルフ
	57.8
	1876
	146.5
	ドルトムント
	58.8
	1881
	75.5

	ドレスデン
	50.5
	1872
	132.4
	ニュルンベルク
	50.1
	1881
	35.3

	ノルトハウゼン
	4.5
	1900
	17
	ハイデルベルク
	14.5
	1885
	20.7

	ハイルブロン
	12.1
	2001
	3
	バートシャンタウ
	-
	1898
	8.3

	ハノーファー
	51.6
	1872
	121.2
	ハルバーシュタット
	4
	1887
	10.2

	ハレ
	23.6
	1882
	85.3
	ビーレフェルト
	32.6
	1900
	26.1

	フライブルク
	21.8
	1901
	30.5
	プラウエン
	6.8
	1894
	17.5

	ブラウンシュバイク
	24.6
	1897
	37.5
	フランクフルト・オーデル
	6.3
	1898
	20.8

	フランクフルト・アム・マイン
	65.3
	1872
	122.1
	ブランデンブルク
	7.5
	1897
	17.7

	ブレーメン
	54.8
	1876
	64.4
	ベルリン
	340.4
	1865
	190.4

	ボーフム
	65.1
	1908
	87.8
	ポツダム
	14.9
	1880
	29.5

	ボン
	31.4
	1891
	64.2
	マインツ
	19.6
	1883
	19.2

	マクデブルク
	23
	1877
	61.4
	マンハイム
	30.8
	1878
	138.6

	ミュールハイム
	16.9
	1897
	33
	ミュンヘン
	129.5
	1876
	71.2

	ライプツィヒ
	50.7
	1872
	149.9
	ルートヴィヒスハーフェン
	16.4
	1878
	30.2

	ロストク
	20
	1881
	34.3
	
	
	
	


JTBパブリッシング「世界のLRT」より引用
①フライブルク
　フライブルクはドイツ南西部に位置する人口約21万6,000人（2005年12月31日現在）の都市である。シュヴァルツヴァルトの入り口にあたり、温暖な気候と美しい自然で人気の高い保養地である。また、人口のうちの約3万人が学生というドイツ有数の大学都市でもある。
　フライブルクは1992年に行われた、ドイツ環境支援協会主催の環境首都コンテストで最高得点を得て以来、「環境首都」と称されるようになった。「環境首都」と認定されるためには交通、廃棄物、河川、農林業、自然エネルギーなどの分野で、環境保護への積極的な取り組みが必要になってくる。とりわけフライブルクの交通政策は高い評価を得ている。
　フライブルクでは1970年代の、酸性雨によるシュヴァルツヴァルトの枯死の危機や、原子力発電所の建設計画に対する反対運動の盛り上がりなどで、市民の環境保護の意識が急速に高まった。その際、脱原発・自然エネルギー利用をスローガンとしたエネルギー政策と一緒に推し進められていったのが、自動車依存からの脱却を目指した大気汚染対策であった。具体的には路面電車の路線を拡大させることで公共交通の利便性を向上させていき、フライブルク中心街への自動車の乗り入れを制限することによって自動車依存からの脱却を図っていった。なお自動車の乗り入れ制限とは具体的には都心部居住者以外の都心部駐車禁止や、車線数の減少、速度規制（住宅地の中の道路はすべて30km/h制限）などが挙げられる。
1970年代には14ｋｍほどであった路面電車の路線が、現在では4系統・30.5ｋｍにまで拡大され、フライブルク郊外にまで軌道が延びた。拡大された区間の停留場にはパークアンドライドのための広い駐車場が設けられており、市街地に近い駐車場ほど駐車料金を高くし、時間制限を厳しくすることによって路面電車の利用を促し、都心への自動車の乗り入れを抑制している。同時に電車優先信号を設置したことで、郊外から市内への所要時間が自動車よりも短くなり、ラッシュ時にはフライブルク郊外から都心部まで自動車で30分かかるところが路面電車なら10分でいけるようになった。そのため、自動車から路面電車へと移動手段を切り替える人が増えている。
拡大にあたって、ドイツ鉄道（日本のＪＲのようなもの）の駅で、ハンブルグやフランクフルトなどのドイツ北部の都市や、スイス・オランダ・イタリアなどの周辺諸国へ向かう特急電車が止まる、フライブルク中央駅のすぐ上にまで路面電車の線路を延長し、路面電車の停留場とドイツ鉄道のホームをエスカレーターでつなぐことで乗り換えの際にかかる時間を短縮させた。
またフライブルクの交通政策の象徴として欠かせないのが1984年に発売された「環境保護定期」である。環境定期券はもともとスイスのバーゼル市が導入していたシステムであったのだが、環境定期券によってバーゼルでの公共交通機関の利用者が増加しているという調査結果を受けて、フライブルク市も導入に踏み切った。その後「環境保護定期券」は「地域環境定期」と名称を変え、1996年からは「レギオカルテ（地域定期）」という名称で販売されるようになった。「レギオカルテ」になって、「環境」という単語が定期の名称から除かれたが、フライブルク市の環境保護の意識が低くなったわけではなく、むしろフライブルク市内では環境定期券を使うことが常識化されたことの表れだと考えられる。フライブルクのレギオカルテは、一枚で路面電車をはじめとして近郊のドイツ鉄道、市バス、私営バスなどが利用でき、地域内全長約2900ｋｍの公共交通機関が乗り放題になるというものである。無記名式で購入者以外への貸し出しが可能であり、休日には購入者とその家族が一緒に利用することができる。成人の一ヶ月定期の価格は41.5ユーロ（約6,700円。2005年8月現在）であり、一番安い一回券が2ユーロ（約320円）であることから考えて、価格は割安であるといえる。

以上のような交通政策の甲斐あって、フライブルク交通株式会社（市内の公共交通機関すべてを整備・運営する）の利用人員は、2005年現在で1984年の2.4倍に当たる年間約6,940万人（延べ人数）となった。また、フライブルク市のトリップ数(人がある目的を持ってある地点からある地点へ移動する回数)で見た自動車の輸送分担率は、1976年が60％であったのに対し、20年後の1996年には43％に減少しており、当初の目的であった自動車依存からの脱却は達成されたと言える。環境保護の観点で一定の成功を収めたフライブルクの交通政策はドイツ各都市の手本となっており、たとえばフライブルクのレギオカルテと同様の趣旨を持った定期券の発売が相次いでいる。
[image: image1.emf]交通手段別トリップ数の推移（フライブルク市）
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ユニバーサルデザイン・コンソーシアム（UDC）ホームページより引用

http://www.universal-design.co.jp/
またフライブルク市は、路面電車を「まちづくり」のためにも活用している。フライブルク市は人口増加に対応して、フライブルク中央駅の5ｋｍ西方に位置するリーゼルフェルト地区にニュータウンを建設している。ニュータウンの計画面積は70ha、計画人口は1.2万人であり、全体を4期に分けて1994年から2010年にかけて建設が進められている。したがって現在もまだ住宅の建設は続いており、ニュータウンは未完成の状態なのだが、1997年という建設初期の段階ですでに、都心へのアクセスとして路面電車が1.5㎞延長され、リーゼルフェルト地区まで路面電車が通された。開発地区内には3箇所の電車停留所が設けられ、開発地区内のどこからでも最大400m程歩けば路面電車に乗ることができ、電車に乗れば都心まで約15分で到達できるようになった。都心へのアクセスを良くして、さらに電車停留所の近くにスポーツレジャー施設、学校、自然公園、ショッピングセンターを建設して街としての魅力を高めていくことで、入居者数を増加させていこうという、路面電車を中心としたまちづくりが行われているのである。
フライブルク市では環境面・社会面・経済面のすべてにおいて路面電車がなくてはならない存在になっている。

②カールスルーエ

　カールスルーエはドイツ南西部、ライン川（ドイツ・フランス国境を北に向かって流れる）の近くに位置する人口約28万5,000人（2005年12月31日現在）の工業都市である。カールスルーエの路面電車で注目すべき点は、「トラムトレイン」という運行形態を初めて導入して、乗客数を増やした点である。「トラムトレイン」とは路面電車の車両が鉄道線へ直通運転し、鉄道と路面電車とが軌道を共有するシステムのことであり、カールスルーエの路面電車はドイツ鉄道線に乗り入れている。またこのシステムはカールスルーエが発祥であることから「カールスルーエモデル」とも呼ばれている。
カールスルーエの路面電車の軌道は、もともと鉄道と同じ標準軌道（軌間1435mm）であり、比較的鉄道線への乗り入れを実現しやすい環境にあったといえる。しかしながらトラムトレイン導入の計画をすぐに実行に移せたわけではなく、鉄道線乗り入れのためには軌間の問題以外にも、衝突に対する保安対策のための路面電車の車体強化や、ホームの高さを統一しなくてはならないなどの問題があり、とりわけ最大の難題は路面電車と鉄道の異なる電気システムにどのように対応していくかであった。カールスルーエの路面電車の電化方式が直流750Vであるのに対し、ドイツ鉄道の電化方式は
[image: image2.wmf]3
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Hz15KVの交流であったため、路面電車の乗り入れのためには交直複電圧型の車両の開発が必要であった。そのため搭載スペースの制限や重量制限が厳しい路面電車にも利用可能な変圧器の開発が求められたのだが、低周波交流の変圧器の小型化は難しく、開発には長い年月を要することとなった。
これらの諸問題を解決し、世界初の交直複電圧対応車両の開発を受けて、市東部の衛星都市ブレッテンとの間で直通運転が開始されたのは、計画段階から8年が経過した1992年のことであった。その後は次第に乗り入れの規模を拡大させていき、現在ではカールスルーエにあるドイツ鉄道線全11系統の内10系統で直通運転が行われ、乗り入れ区間の総延長は約450kmにまで達している。
カールスルーエモデルの利点は郊外と中心部の間を移動する際に、中央駅などで乗換えをする必要がなく、利用者が乗り換えのため階段の乗り降りや、次の電車までの待ち時間に煩わされることがない点である。また、既存の軌道を利用するため、非常に低コストで路面電車の運行範囲を広げることができるといった利点もある。
最も長い距離を走る列車は150kmの距離を運行しており、その所要時間は3時間半（平均時速約40㎞）である。カールスルーエには路面電車が鉄道線を走った後、再び路面電車となって街の中心部を走るという特徴的な路線もあり、市から東に約80kmのハイルブロン、南に約30kmのバート・ヴィルトゥバート、西に約10kmのヴェルトまでつながっている。これらの路線は非常に利便性が高く、たとえばカールスルーエ市内のオフィスの目の前の停留所から、ハイルブロンにある取引先のオフィスの目の前まで、営業車を使わなくても一本の電車で行けてしまう。またバート・ヴィルトゥバートは国際的な温泉保養地として知られており、カールスルーエのトラムトレインは外部からの観光客の利便性をも高めている。
トラムトレインの導入以後、各ドイツ鉄道路線の利用者数は30～50％増加し、特に最初に路面電車の乗り入れが行われたカールスルーエ・ブレッテン間の鉄道利用者数は、乗り入れ前と比べて約500％増、休日に限れば約3700％増となった。そのため、カールスルーエモデルは衰退気味の鉄道の利便性を向上させ、機能の再生を図るシステムとして世界中から注目されている。
乗客数の伸び(ウィークデー、両方向)

	
	乗客数(人)
	

	区間
	乗り入れ前
	乗り入れ後
	増加率

	カールスルーエ～ブルッフザール間
	3500
	15000
	329%

	ブルッフザール～メンツィンゲン
	1800
	4100
	128%

	バーデンバーデン～カールスルーエ
	2600
	4200
	62%

	カールスルーエ～ブレッテン間
	2200
	13600
	518%

	カールスルーエ～エッピンゲン間
	1600
	3500
	119%

	カールスルーエ～プフィンツタール間
	4000
	14000
	250%

	カールスルーエ～プフォルツハイム間
	6800
	23000
	238%

	ブレッテン～ブルッフザール間
	900
	3800
	322%


金沢大学大学教育開放センター紀要　カールスルーエ運輸連合の公共交通—その歩みと現状（菊池悦郎著）より引用
③ツヴィッカウ
　ツヴィッカウはドイツ東部に位置するチェコとの国境に近い工業都市で、人口は約9万8,000人（2005年12月31日現在）である。東西ドイツ統一以前から自動車の街として栄え、東ドイツ製自動車のトラバントを盛んに生産していたこの都市は、現在フォルクスワーゲン社の｢ポロ｣「ゴルフ」「パサート」の生産拠点となっている。また、市内にはツヴィッカウ西部ザクセン大学という自動車関係の学問と応用研究に重点をおいた専門学校もあり、ツヴィッカウは自動車の街であるということができるだろう。
　ツヴィッカウ市では標準軌道（軌間1435mm）の鉄道と、狭軌道（軌間1000mm）の路面電車が走っている。ツヴィッカウを走る鉄道はディーゼルエンジン搭載の軽量気動車であり、ツヴィッカウ中央駅からケムニッツ、プラウエン、シュヴァルツェンベルク方面に延びている。一方路面電車は総延長14.9kmでルート3、6、7の3路線が運行している。鉄道駅は街の中心部から離れていて、郊外から中心街への移動が非常に不便であった。そこで行われたのが鉄道車両の路面電車軌道への乗り入れである。1999年に鉄道線と路面電車の軌道を結ぶ新線を建設し、鉄道車両が中央駅からルート3の一部である、Gluck Auf Center（ツヴィッカウ市の商業センター）から、ツェントルム間に乗り入れられるようにした。その際に先ほどの軌間の差が問題となったのだが、それを解消するために行った方策がユニークであった。乗り入れ区間の狭軌道に、一本標準軌道と合致するような鉄路を追加したのだ。そのため、約1.4kmある乗り入れ区間では3本の軌条があるという奇妙な状態になっている。乗り入れる車両は気動車であることから、電化方式の統一などの手間はなく、低コストで鉄道線の利便性を向上させることに成功した。この方式を「カールスルーエモデル」に対して「ツヴィッカウモデル」とも言う。
④オーバーハウゼン

  オーバーハウゼンはドイツ西部のルール工業地帯に位置する都市で、人口約21万9,000人（2005年12月31日現在）の中規模都市である。オーバーハウゼンの路面電車は、前に挙げた諸都市のものとは異なり、19世紀から続いている伝統ある路面電車ではない。オーバーハウゼンではモータリゼーションの煽りを受けて、1968年に路面電車が完全に廃止されたのだが、1996年にまったく新しい路面電車が建設された。
  30年の時を経て再び路面電車が建設された目的は、街の活性化と環境対策の同時進行である。オーバーハウゼンは戦前から石炭・製鉄産業が盛んであり、市内には多くの工場や炭田が存在していた。ルール地方は旧西ドイツの戦後復興を担った工業地域であり、オーバーハウゼンもドイツの鉱工業を下支えしていた。しかし、1960年代に西ドイツで完全雇用が達せられ、労働力コストが上昇すると、西ドイツ企業の国際競争力が低下し始め、西ドイツは長期不況におちいった。それに伴いルール地方は衰退し、製鉄・鉄鋼工場や炭田の閉鎖が相次いで起こった。ルール地方の衰退は、当然その一部であるオーバーハウゼンにも影響し、オーバーハウゼンでは1961年から1987年の間に第一次・第二次産業で3万9,000人の職場がなくなったのに対して、第三次産業でも1万5,000人分の職場しか増えないという、失業問題が深刻化し、市の失業率は最高で15%にまで達した。
  このような苦境を乗り越えるために、オーバーハウゼンでは長い間工場跡地の有効な利用方法が模索され、何度も計画の浮上と断念を繰り返しながら製鉄所跡地に1996年に完成したのが、「ツェントロ（CentrO）」と呼ばれる巨大ショッピングセンターであった。「Centro」はイタリア語で「中心」を意味し、最後が大文字になっているのは「オーバーハウゼン」の頭文字にちなんでいる。敷地となったのはティッセン（ドイツを代表する鉄鋼・電気会社）製鉄所跡地で、総面積は150haである。敷地内には、売場面積67,000㎡、従業員数3,200人（2007年7月現在）のショッピングモールをはじめ、コカコーラオアシス（20を越えるファーストフード店が並ぶ円形ホール）、プロムナード（長さ400メートルの水辺空間。周辺にはレストランやゲームセンターが並ぶ）、広さ８haの公園等があり、ドイツ有数のテーマパークとなっている。
  しかしながら、どれだけ魅力的な施設があっても、それだけでは町の活性化にはつながらない。施設へのアクセスが確保されて初めて、人々の足は施設へと向けられるからだ。ツェントロはオーバーハウゼンのほぼ中央に位置し、その東西両方にアウトバーン42号線のインターチェンジが存在する。アウトバーン42号線から、ドイツを東西に横切るアウトバーン2号線や、フランス国境からオーストリア国境まで斜めに通っているアウトバーン3号線への接続が容易にできることを考えると、ツェントロは交通条件には恵まれた環境にあったといっていいだろう。ところがオーバーハウゼン市は、市の活性化とともに環境対策にも力を入れており、公共交通機関の分担率を1989年当時の16%から、2005年には28%にまで引き上げ、逆に自動車交通の分担率を51%から35%に低下させることを目標に掲げていた。そのためオーバーハウゼン市当局には、オーバーハウゼン市民が自動車を利用してツェントロに行く習慣を作らせたくないという思いがあり、公共交通機関からのアクセス改善を図っていくこととなった。そこで街の活性化と環境保全を両立できる輸送手段として採用されたのが路面電車であった。
  オーバーハウゼンは1929年に、南部の旧オーバーハウゼン、北部のシュテルクラーデ、東部のオスターフェルトという三つの自治体が合併してできた都市であり、今でも市内には三つの旧市街地が存在する。ツェントロは三つの旧市街地のちょうど真ん中に位置しており、路面電車は旧オーバーハウゼンから北上してツェントロを経由し、シュテルクラーデまで通っている。このルート設定は、旧市街地にもツェントロの経済効果が波及してほしいというオーバーハウゼン市の狙いが反映されたものであり、路面電車を通じて新旧市街地全体を発展させていこうというオーバーハウゼン市の姿勢がうかがえる。
旧オーバーハウゼンの800メートル北に位置するオーバーハウゼン中央駅からシュテルクラーデまでは、トラッセと呼ばれる長さ約7.2㎞の高架橋がかけられており、バスと路面電車が共用して走行している。7.2㎞の高架を建てるとなると、相当費用がかかるように思われるが、この路面電車の建設費用は1㎞あたり約22億円であり、日本のゆりかもめが１㎞あたり約140億円、都営地下鉄大江戸線が1㎞あたり約300億円で建設されていることを考えるとかなり安価で建設されたと言える。
ツェントロはオープンから10年以上が経過した現在でも、1日に7万人を集客しており、オーバーハウゼンの市街地活性化計画は成功したと言っていいだろう。またツェントロには１万台分の無料平面駐車場があるにもかかわらず、7万人のツェントロ利用者の3分の1にあたる2万人強がバスかLRTを利用しており、1989年に打ち立てた目標の達成はできていないものの、LRT開通以降オーバーハウゼンにおける公共交通機関の分担率は、徐々に上昇しているという（LRTを運営する市交通局STOAG職員談）。自動車社会であるドイツにおいて、オーバーハウゼンの公共交通は大健闘していると言っていいだろう。
ドイツの路面電車に対する評価
さまざまな実例を取り上げてドイツの路面電車について説明してきたが、最後にドイツでは路面電車に対してどのような評価を下しているのかを述べていく。

　ここまで、言及を避けてきたが、ドイツの路面電車経営は全面的に赤字経営である。2005年に今田寛典氏（呉大学社会情報学部/大学院・教授）が、ドイツの5万人以上の都市を対象に行ったアンケートよると、「路面電車の経営状況はどうか」という問いに対して「大きな黒字」または「黒字」と答えた都市はひとつもなく、いずれの都市も採算性についてはマイナス評価を下している。
日本とドイツの路面電車の経営状況(都市数)
	評価
	大きな黒字
	黒字
	損益なし
	赤字
	大きな赤字

	ドイツ路面電車
	0
	0
	2
	20
	12

	日本路面電車
	1
	5
	5
	4
	3


今田寛典氏（呉大学社会情報学部/大学院・教授）のアンケートより引用
ドイツは「路面電車がある」と回答した35都市が対象(1都市は無回答)

日本は今田氏が算出した1日1キロあたりの営業損益比で評価
しかし、「採算性のマイナス評価」がそのまま「路面電車のマイナス評価」につながっているわけではない。先ほどのアンケートによると、「路面電車は街の活性化に貢献しているか」という問いに対して回答した路面電車を市内に持つ35都市の内、33都市が「大いに貢献」または「やや貢献」と答えている。また、同じ35都市に「路線延長の計画があるか」という質問をしたところ、33都市で「計画有」もしくは「検討中」と回答している。これらの事実から、路面電車を運行している都市のほとんどが路面電車に対して高い評価を下していて、路線の延長にも積極的であることがわかる。
路面電車の評価と路線延長計画(都市数)
	街の活性化に貢献
	線路延長の計画

	
	計画有
	検討中
	計画無

	大いに貢献
	23
	4
	2

	やや貢献
	3
	1
	0

	分からない
	0
	1
	0

	貢献小
	0
	1
	0

	路面電車無
	0
	2
	0


　今田寛典氏（呉大学社会情報学部/大学院・教授）のアンケートより引用
採算の取れない路面電車を高く評価する理由は一言で言うと、ドイツの都市に路面電車単体の事業で収支を見るという発想がないからである。ドイツでは路面電車が得るものとして、運賃収入以外にも、利用する人々が路面電車によって短縮できる移動時間、自家用車を運転しない学生や高齢者などの交通弱者にとっての利便性、バリアフリー、渋滞緩和、交通事故減少、環境改善、市街地の活性化といった地域全体の利益を考慮に入れている。そのため路面電車は公共性の強いものであると考えられており、税金を使った運行が行われ、赤字も税金によって補填されている。
たとえば先ほどのフライブルクでは、市が100%出資する「フライブルク都市公社（有）」の傘下に、市内の公共交通をまとめて整備・運営している「フライブルク交通（株）」がある。フライブルクの公共交通機関も常に赤字経営であり、2005年度には約1000万ユーロ（約15億7000万円）の赤字を計上した。しかしフライブルク市は、「公共交通機関の赤字は意味のある赤字」（フライブルク交通広報担当者談）と考え、フライブルク都市公社の傘下にあるエネルギー会社「バーディノヴァ社（Badenova）」から得ている約400万ユーロ（約6億3000万円）の利益を、フライブルク交通の赤字へ移転することで、市の税負担を軽減させながら路面電車事業を存続させている。またカールスルーエ市でも、市内の公共交通機関を管轄するカールスルーエ運輸連合（KVV）が、市から年22億ユーロの補助金をもらいながら運営している。ドイツの諸都市は単体では儲けの出ない路面電車事業を、社会全体でみれば大きく黒字であると考え、路面電車の拡張を進めているのである。
　また、都市だけではなく中央政府にも路面電車の運営を支援していこうとする姿勢がうかがえる。ドイツの連邦環境局は、市街地の「経済資源（行政、企業、個人の経済活動）」「環境資源（自然環境、職・住環境）」「社会資源（誰もが安全で自立した生活をおくることができること）」を崩壊させないような交通手段としての路面電車に注目している。環境局では自動車利用を抑えて、自動車ほど公害を出さない路面電車を強化させていくことで、都市環境を改善させていくのと同時に、スプロール化しないコンパクト都市を実現させていくことを提案しており、今後のドイツの交通政策のあり方を示しているといって良いだろう。
　しかしドイツの戦後復興に自動車産業が大きく貢献したという経緯から、ドイツ人の中には自動車が個人の自由やステータスを示すという考え方が根強く残っている。そのため、車中心のライフスタイルがすっかり定着してしまっており、ドイツ研究所の試算によると1997年から2020年の間に自動車交通が28％増加する見通しである。自動車依存の強いドイツ人の足をいかにして路面電車へと向けさせるかが今後の課題であろう。
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